






本日はお忙しいなか、決算説明会にお集まりいただきありがとうございま
す。

はじめに2022年度上期決算と2022年度予想について、5月に公表した見
通しと今年度対策の進捗状況を踏まえて説明致します。

まず2022年度上期決算についてですが、昨年度より取り組んでいるセメン
ト販売価格の値上げ交渉が、当初計画ほど進展しなかったことや、計画
策定時より石炭価格が上昇したことに加え、急激に円安が進行しました。
これらの要因により、セメント事業の赤字が膨らんだことで、営業利益、経
常利益、当期利益とも当初の決算見通しから、大幅な悪化となりました。

2022年度の通期につきましては、セメント販売価格の値上げ交渉を進展
させ、下期では会社全体の損益を黒字にし、年間での赤字幅を少しでも
多く縮小できるよう努めて参ります。



次に、今年度の対策の進捗状況です。

今年度は現中期経営計画の最終年度になりますが、「次期中期経営計画
につなぐために、態勢の立て直しに注力する」として、① 営業CF極大化
のための事業戦略と②キャピタルアロケーションの方針を5月に説明させ
ていただきました。



営業CF極大化に向けた事業戦略では、セメントの値上げ、石炭の安定調
達、ESCの需要拡大対応を掲げましたが、一つ目の値上げについては、
昨年11月に公表した2,400円の値上げに対し、ほぼ全てのユーザーから
有額回答を得ており、満額に満たない一部のユーザーについては、継続
して交渉を進めています。

既に全ユーザー平均で2,000円程度の獲得の目途がついており、7月に
追加で打ち出した3,000円の値上げ交渉についても、並行してユーザーと
の交渉を進めています。

当初の計画より進捗は遅れていますが、時間の経過とともに値上げの効
果が浸透してきています。

二つ目の石炭の安定調達ですが、今後ロシア炭が輸入できなくなるリスク
を避けるために、他国からの輸入や他産業からの融通等により、在庫を半
年分まで積み上げています。また、今期に調達する数量の大半は、既に
契約が済んでいることから、今後、石炭市況がさらに高騰したとしても、
2022年度通期業績への大きな影響はないと思われます。

ＥＳＣの需要拡大への対応では、顧客からの増産要請を強く受け、2021年
度の下期から段階的に増産体制を構築しており、2023年度までの顧客の
所要に対応できるよう体制を整えています。



次にキャピタルアロケーションです。

先ほど申し上げた石炭の対策を上期に実施してきたことにより、営業CFが
当初計画より縮小していますが、有利子負債による調達と政策保有株式売
却により、環境投資や維持更新などの必要な投資を実施するとともに安定
配当を継続します。



政策保有株式については、５月に削減目標を定め、今後２年間で純資産
比20％未満に削減し、削減額は３月の株価前提で135億円と説明しました。
そのうち、今年度は67億円を削減する予定です。既に上期において23億
円を削減しており、9月末時点での純資産比は22.3%となっています。



最後に株主還元についてです。当社の株主還元は安定配当と状況に応
じた自己株取得を基本としています。今年度は赤字見込みという非常に
厳しい状況ではありますが、政策保有株式売却を原資に従来からの方針
である安定配当を維持します。

来期での業績回復に向けて、努力して参りますので、引き続きご支援のほ
ど、宜しくお願い致します。





2022年度の国内セメント需要は、年間で3,790万tと想定しています。年初は
3,800万tの想定としていましたので、10万tの下方修正です。上期が10万tの減
少、下期は年初想定通りと見込んでいます。

当社の販売量のうち、輸出数量は前年度に比べ、縮小しています。上期は、中
国のロックダウンの影響を受けた中国向けの減少はございますが、下期にはあ
る程度は通常の水準に戻ると見込んでいます。スポット向けについては抑制し
ていくことを考えていまして、下期想定は65万tとしています。



2022年度は上期・年間で利益が赤字となっております。セメント事業での赤字に
よるものでございますが、下期は値上げによりセメント事業の赤字が縮小し、会
社全体では黒字化すると考えています。年間の経常利益と当期純利益の間で、
約40億円の差がございますが、この中に投資有価証券売却益を見込んでおり、
上期では16.6億円が計上されています。



2022年度年間の売上高は合計で2,074億円としており、対前年で232億円の増
収を見込んでいます。

セメント事業および鉱産品事業で、値上げなどがございまして増収となります。ま
た、新材料事業におきまして、半導体製造装置用の部材である電子材料の販
売増加が見込まれています。



セメント事業につきましては2022年度年間で▲171.7億円の赤字を見込んでおり、
対前年・対年初予想とも大幅な減益となります。詳細については、次の「セメント
営業利益増減内訳」で説明致します。

下期は、値上げでセメント事業の赤字を約半分にすることと、他の事業の営業利
益によって、セメント事業の赤字を打ち消して全体でも黒字化する計画としてい
ます。高機能品では、光電子事業が減益となっており、赤字の想定としています。
光通信部品の販売減少によるものです。

新材料事業においては、電子材料の販売の増加と電子材料ほどではありませ
んが、化粧品材料の販売増加があり、対年初でも増益を見込んでいます。



対前年の年間では、価格は輸出も含めて、100億円の値上げ効果を見込みます
が、石炭・石油価格および電力・原材料価格の購入コストによって、合わせて
▲200億円の減益となります。加えて、為替でも▲60億円の減益がございまして、
これらを差し引きすると合計で▲148億円の減益となる見通しです。

石炭・石油価格、為替の感応度を下段に掲載しています。為替は136円/$の想
定で、対前年では24円/$の円安です。

上期の実績が132円/$、下期想定は140円/$としています。

対年初公表との比較ですが、石炭・石油価格で▲68億円の悪化です。為替は
▲35億円の減益ですが、年初は125円/$と想定していましたので、11円/$の円安
です。

販売価格は▲22億円の未達としています。これは上期の値上げの遅れによるも
のです。下期はほぼ年初想定並みの値上げ効果を見込んでおり、最初の2,400
円/tの値上げは少し後ろにずれこんでいるので、マイナスとなっていますが、追
加の値上げを一部取り込んで相殺されることで年初想定並みの値上げ効果とし
ています。



投資有価証券については、22年3月末実績から23年3月末予想において、158
億円ほどの減少を見込んでいます。投資有価証券の売却を進めていきますが、
時価評価額も下がっていますので、それも含めての減少となります。その他の資
産が大幅に増加していますが、石炭の在庫積み増しに伴う棚卸資産の増加に
よって、上期だけで225億円の増加がございました。有利子負債はこの1年で430
億円増加する見込みです。これは次の「キャッシュ・フローの状況」で説明致しま
す。



営業キャッシュフローが年間で▲44億円のキャッシュアウトとなっております。債
権、債務の増減、法人税他の項目に棚卸資産の増加によるキャッシュアウトが
含まれています。投資キャッシュフローは固定資産の取得で▲378億円のキャッ
シュアウトに対して、資産等売却で75億円のキャッシュインを見込んでおります。
これは投資有価証券の売却を進めていることによるものです。フリーキャッシュフ
ローの▲345億円のキャッシュアウトを有利子負債の増加430億円で埋め合わせ
するという考えです。



設備投資は22年度予想を324億円としており、21年度の207億円から100億円以
上の増加を見込んでいます。この増加はカーボンニュートラルによる投資の増
額と、需要好調の新材料事業の増産投資、あとは維持・更新として今年度は船
のリプレースや発電所の定期的な審査に関わる更新投資が多いこともございま
して、今年度は設備投資が増加しています。












